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STEP１-１ 基本情報
組合コード 23634
組合名称 国際興業健康保険組合
形態 単一
業種 運輸業

令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

3,707名
男性84.7%

（平均年齢47.5歳）*
女性15.3%

（平均年齢40.9歳）*

3,620名
男性84.8%

（平均年齢47.5歳）*
女性15.2%

（平均年齢40.9歳）*
特例退職被保険
者数

-名 0名 0名

加入者数 -名 6,934名 7,136名
適用事業所数 -ヵ所 8ヵ所 8ヵ所
対象となる拠点
数

-ヵ所 8ヵ所 8ヵ所

保険料率
*調整を含む

-‰ 101‰ 101‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 - - 0 0 0 0
保健師等 - - 0 0 0 0

事業主 産業医 - - 0 4 0 4
保健師等 - - 1 0 1 0

第2期における基礎数値
（平成28年度の実績値）

特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 2,879 ∕ 3,629 ＝ 79.3 ％
被保険者 2,470 ∕ 2,560 ＝ 96.5 ％
被扶養者 409 ∕ 1,069 ＝ 38.3 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 14 ∕ 657 ＝ 2.1 ％
被保険者 14 ∕ 629 ＝ 2.2 ％
被扶養者 0 ∕ 28 ＝ 0.0 ％

令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 - - 4,640 1,252 4,515 1,247
特定保健指導事業費 - - 2,675 722 2,566 709
保健指導宣伝費 - - 2,268 612 2,086 576
疾病予防費 - - 28,482 7,683 29,826 8,239
体育奨励費 - - 0 0 0 0
直営保養所費 - - 0 0 0 0
その他 - - 501 135 251 69
　
小計　…a 0 - 38,566 10,404 39,244 10,841
経常支出合計　…b - - 1,899,275 512,348 2,143,698 592,182
a/b×100 （%） - 2.03 1.83
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男性（被保険者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 0人 15〜19 8人 10〜14 0人 15〜19 5人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 119人 25〜29 168人 20〜24 124人 25〜29 171人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 152人 35〜39 209人 30〜34 129人 35〜39 194人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 323人 45〜49 545人 40〜44 289人 45〜49 512人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 628人 55〜59 487人 50〜54 640人 55〜59 510人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 303人 65〜69 109人 60〜64 323人 65〜69 125人
70〜74 -人 70〜74 41人 70〜74 43人

女性（被保険者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 0人 15〜19 6人 10〜14 0人 15〜19 6人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 68人 25〜29 85人 20〜24 92人 25〜29 74人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 49人 35〜39 65人 30〜34 54人 35〜39 64人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 59人 45〜49 54人 40〜44 55人 45〜49 59人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 62人 55〜59 38人 50〜54 62人 55〜59 38人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 42人 65〜69 21人 60〜64 37人 65〜69 23人
70〜74 -人 70〜74 11人 70〜74 8人

男性（被扶養者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 140人 5〜9 240人 0〜4 118人 5〜9 231人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 278人 15〜19 311人 10〜14 242人 15〜19 320人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 151人 25〜29 9人 20〜24 138人 25〜29 9人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 5人 35〜39 2人 30〜34 9人 35〜39 2人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 2人 45〜49 1人 40〜44 1人 45〜49 1人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 0人 55〜59 2人 50〜54 0人 55〜59 2人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 0人 65〜69 1人 60〜64 2人 65〜69 2人
70〜74 -人 70〜74 5人 70〜74 3人

女性（被扶養者）
令和3年度見込み 令和4年度見込み 令和5年度見込み
0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 111人 5〜9 183人 0〜4 95人 5〜9 166人
10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 275人 15〜19 281人 10〜14 259人 15〜19 276人
20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 122人 25〜29 32人 20〜24 121人 25〜29 31人
30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 40人 35〜39 96人 30〜34 35人 35〜39 76人
40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 170人 45〜49 215人 40〜44 156人 45〜49 198人
50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 240人 55〜59 180人 50〜54 237人 55〜59 186人
60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 96人 65〜69 57人 60〜64 124人 65〜69 53人
70〜74 -人 70〜74 37人 70〜74 32人

基本情報から見える特徴
・事業主は大別すると４社で、それぞれの地域・規模・業態が違い、保険者の居住地・職種・年齢・扶養状況等も大きく異なる。
・主となる事業主は運輸業、次いでホテル業であり、被保険者の約７割がシフト勤務者である。（運転士約1,600名、事務職700名、ホテル営業職700名、調理職
330名、整備職260名　他）
・年齢は、40代が一番多く、他業種と比較すると高め（43.0歳）で、扶養率も若干高め（1.04）である。
（加入者数のグラフは、平成30年1月末の人数）
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
多様な事業を展開しているが、ホームページが無い、また、機関誌も手作りのポスター形式が主であり、費用が安価であるというメリットもあるが、広報・周知が課題となっている。

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（受診券配布）
　特定健康診査事業 　受診勧奨通知
　特定健康診査事業 　ポスター掲示
　特定保健指導事業 　特定保健指導（受診案内）
　特定保健指導事業 　ポスター掲示
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　医療費適正化事業
　保健指導宣伝 　育児書配布
　保健指導宣伝 　メンタルヘルス
　疾病予防 　定期健康診断補助
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　疾病予防 　うがい薬設置
　疾病予防 　歯科検診
事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　健康診断事後措置に伴う個別指導
　3 　インフルエンザ予防接種補助
　4 　メンタルヘルス研修
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（受
診券配布）

【目的】メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該
当者と予備群の減少
【概要】対象者全員に受診券を配布

被扶養者 全て 男女
40
〜
74

全員 3,460
【実施状況】
受診券配付数　1,162名
受診者数　　　　　392名

・被扶養者の居住地区が点在している
ため、集合契約を利用することにより
、利便性向上
・対象者全員に直接案内することによ
り、受診率の向上が期待できる。

受診者の健診の必要性に対する理解不
足 2

3 受診勧奨通知 【目的】受診率向上
【概要】未受診者への督促を行う 被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 51
【実施状況】
対象者（未受診者）　980名
【実施時期】
通年

受診期限を改めて周知させることによ
り、受診への動機付けとする

一方的な通知なので、関心の薄い人に
は動機付けとならない 4

3 ポスター掲示 【目的】受診率向上
【概要】事業所へ掲示 被保険者 全て 男女

40
〜
74

全員 126
【実施状況】
各事業所の壁に掲示
【実施時期】
随時

事業所の壁に掲示することで、被保険
者への周知を期待。 単なる掲示なので、見ない人もいる 3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
（受診案内）

【目的】メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該
当者と予備群の減少
【概要】特定保健指導対象者への受診案内

被保険者 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 265

【実施状況】
主事業所には健診結果通知と一緒に受
診案内。他の地域には、健康保険組合
から事業主を通じて案内
【実施時期】
随時

結果通知と同封することでタイムリー
な案内

面談場所が遠いため受診を躊躇。案内
が遅れる事業所もあり 2

- ポスター掲示 【目的】実施率向上
【概要】事業所へ掲示 被保険者 全て 男女

40
〜
74

全員 0
【実施状況】
各事業所の壁に掲示
【実施時期】
10月

事業所の壁に掲示することで、被保険
者への周知を期待。健保連の無料ポス
ターを使用したことで、費用負担なし
。

単なる掲示なので、見ない人もいる 3

保
健
指
導
宣
伝

- 医療費通知
【目的】受診の適正化
【概要】通知を送り、医療費の使用状況を確認し、理解を
促す

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 403

【実施状況】
被保険者宛てに送付
【実施時期】
3カ月に1度送付

医療費適正化 被保険者の低意識 4

- 医療費適正化
事業

【目的】ジェネリック医薬品の使用促進
【概要】被保険者証差し替え時に、ジェネリック医薬品促
進シールを配布する

被保険者
被扶養者

一部の
事業所 男女

0
〜
74

全員 35
【実施状況】
ジェネリック医薬品シールを配布
【実施時期】
随時

保険証に貼ることで、被保険者等の負
担をかけずジェネリック医薬品を推奨
できる。

一部の事業所は未実施 3

- 育児書配布
【目的】乳幼児の適切な受診
【概要】出産した被保険者及び被扶養者に対して育児教育
誌を配布

被保険者
被扶養者 全て 男女

16
〜
-

基準該
当者 264

【実施状況】
配付対象者　　49名
【実施時期】
通年

必要とされる情報をタイムリーに提供 対象者が限られる 4

5 メンタルヘル
ス

【目的】精神疾患の罹患防止
【概要】管理職者を対象に専門家によるメンタルヘルス講
習の実施。

被保険者 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 173

【実施状況】
主な事業所（3ヶ所）で、管理職者を対
象に専門家（臨床心理士）を講師とし
て、メンタルヘルス講習を実施。
【実施時期】
10〜11月

・各社の経営会議等、管理職者が集ま
る機会に実施することで、円滑に実施
することが出来た。

・メンタルヘルスについて知識や認識
の乏しい者も多く、一過性にならない
ようにすることが課題。

3

疾
病
予
防

- 定期健康診断
補助

【目的】加入者の疾病の早期発見早期治療
【概要】定期健康診断時に、胃部健診、ＰＳＡ等を追加す
る

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 5,650
【実施状況】
実施人数　1,932名
【実施時期】
通年

安衛法で規程されていない生活習慣病
にかかる検査項目が受診可 バリウム検査への抵抗感 4

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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- 人間ドック
【目的】健康状態の確認、疾病の早期発見・早期治療
【概要】30歳以上の被保険者及び被扶養者に実施
（費用の７割を補助）

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

全員 11,718
【実施状況】
受診者数　328名
【実施時期】
通年

居住地に近い医療機関と契約すること
で、利便性を確保

受診機関によって、予約できる日まで
の期間が長い（約２か月程度先の予約
）

4

-
インフルエン
ザ予防接種補
助

【目的】インフルエンザの予防
【概要】組合員全員を対象に実施
（1人当1,500円を限度に補助）

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 3,717
【実施状況】
申請対象　　2,482名
【実施時期】
冬

インフルエンザ罹患者の削減 周知方法 4

- うがい薬設置 【目的】感冒予防
【概要】事業所にうがい薬を設置 被保険者 全て 男女

18
〜
74

全員 2,262
【実施状況】
・主な事業所（10営業所）は機械式を
設置
・その他の事業所はペットボトル式

感冒罹患者が削減 周知不足等による一部事業所未設置 4

- 歯科検診
【目的】歯の健康状態の確認、歯周病等の早期発見・早期
治療
【概要】委託先と提携している歯科に、パソコンやスマホ
で予約し、健診を受ける。

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 93
【実施状況】
受診者数　13名
【実施時期】
通年

ネットで簡単に予約でき、自己負担も
なく便利。 歯の大切さの低意識 1

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

定期健康診断 安衛法に基づく健診 被保険者 男女
18
〜
74
実施率96％ 勤務時間中の受診可

欠勤者に未受診の者がいる
健診結果に基づく指導に対して、抵抗感が強い
。

有

健康診断事後措置
に伴う個別指導 要治療者に対する受診勧奨 被保険者 男女

18
〜
74
血圧等の要治療者に受診勧奨を実施

産業医の判断のもとで実施するため、信頼関係
が築きやすい。
会社の指導なので、強制力がある。

一部の事業所のみ実施
主に、血圧に関する疾病に限られる。 無

インフルエンザ予
防接種補助 インフルエンザ罹患の予防 被保険者

被扶養者 男女
18
〜
74
希望者に対し実施 被保険者は、事業所で勤務中に実施 費用は健保組合負担、差額は自己負担 有

メンタルヘルス研
修 メンタル疾患の予防 被保険者 男女

0
〜
74
主に管理職者を対象に、講師を派遣し実施 専門家による研修なので、なじみのない管理職

者に対しても、分かりやすい。
参加人数に限りがあるので、管理職者以外の者
をどうするか。 有

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

7



STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 過去３年間の血糖値（HbA1c）推移 健康リスク分析 若干であるが、平均値が上昇傾向にある。

イ 過去３年間の血糖値（HbA1c）推移（事業所別） 健康リスク分析 一番大きな事業所である国際興業とその他の事業所と比較しても、大きな
差はないが、若干上昇傾向にある。

ウ 過去３年間の血圧値推移 健康リスク分析 経年に大きな変動は無いが、治療が必要な数値の者でも服薬の無い者が存
在する。

8



エ 過去３年間の血圧値の推移 健康リスク分析 過去３年間で大きな変動は無いが、高血圧と判定される者が2割程度存在す
る。

オ 後発医薬品使用率（他健保との比較） 後発医薬品分析 他の健保組合（くすり研究会）との比較では、後発医薬品の使用率は高い
。

カ 後発医薬品使用率（他健保との比較と推移） 後発医薬品分析 他の健保組合（くすり研究会）との比較では、後発医薬品の使用率が高い
状況で推移しているが、高止まりしている状況である。

キ 後発医薬品使用率の推移（３健保の比較） 後発医薬品分析 他の３つの健保組合と後発医薬品の使用率推移を比較。３つの健保組合と
も使用率の伸びは鈍化している。

ク 多剤投与者（３ヶ月間６剤以上） 健康リスク分析 多剤投与による健康懸念者を分析。かかりつけ医への周知も含めた減薬等
の対応が必要。

9



ケ 「がん」罹患者の医療費 医療費・患者数分析 「がん」の種別により、罹患者数や医療費の額に差がある。女性の「がん
」の医療費が高い傾向が見られる。

コ 1ヶ月1人当たり調剤費 後発医薬品分析 他の健保組合と比較して調剤費が高い

10
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
糖尿病・高血圧のリスクが高く、未受診の者がいる。  健診結果にきちんと向き合い、医療機関に受診することや、生活習慣を

改めるなど、自ら健康の保持増進のための行動をとるよう、働きかけを
行っていく必要がある。



2 後発医薬品の使用率は高い割に、1人当たりの調剤費も高い。
多剤処方等不適切な処方を受けている加入者が一定割合でいる。  ポリファーマシー対策。多剤処方を受けている者への介入指導 

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・事業主は大別すると４社で、それぞれの地域・規模・業態が違い、被保険者　の居住地・
職種・年齢・扶養状況等も異なる。（職種は、運転士約1,600名、事務職約700名、調理職33
0名、整備職260名　他　）
・主となる事業主は運輸業、次いでホテル業であり、被保険者の約7割がシフト勤務である。

 ・シフト勤務者が多いため、職場や事業場で参加者を集めて一斉に実施　するような事
業は難しい。
・ホームページが無い、健保広報誌も定期的な物は無いので、特に個人　情報を伴う事
業の周知に留意する。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 全体的に健康意識が低い被保険者が多いので、特に重症化予防事業や保健指導事業が大切で
ある。  健康意識を向上させるため、地道な周知と健保職員による手助けが必要。

ア，イ，ウ，
エ

オ，カ，キ，
ク，ケ，コ

21



STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　うがい薬設置
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　育児書配付
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　重症化予防
　保健指導宣伝 　ポリファーマシー対策
　保健指導宣伝 　メンタルヘルス
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　定期健康診断補助
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助
　疾病予防 　歯科検診
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
生活習慣病罹患者の減少

事業全体の目標
特定保健指導対象者の実施率向上と重症化予防
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職場環境の整備
2,485 - - - - -

疾
病
予
防

1 既
存 うがい薬設置 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス - ス - 継続 継続 継続 継続 継続 継続 感冒予防 該当なし（これまでの経緯等で実

施する事業）

感冒予防(【実績値】510本　【目標値】平成30年度：500本　令和元年度：500本　令和2年度：500本　令和3年度：500本　令和4年度：500本　令和5年度：500本
)-

データヘルス計画対象外
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ
615 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2 既
存 医療費通知 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス - 通知の見直し（医療費控

除対応） 継続 継続 継続 継続 継続 医療費について加入者への周知 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

周知枚数(【実績値】17,500枚　【目標値】平成30年度：17,500枚　令和元年度：17,500枚　令和2年度：17,500枚　令和3年度：17,500枚　令和4年度：17,500枚
　令和5年度：17,500枚)高額/頻回/重複の医療費抑制効果の検証

データヘルス計画対象外
(アウトカムは設定されていません)

513 - - - - -

4 既
存 育児書配付 全て 男女

16
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ス - ス - 継続 継続 継続 継続（契約内容の見直し

） 継続 継続 乳幼児と出産した被保険者の健康保持 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

配付人数(【実績値】65人　【目標値】平成30年度：100人　令和元年度：100人　令和2年度：100人　令和3年度：100人　令和4年度：100人　令和5年度：100人)
-

データヘルス対象外
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
100 100 100 100 100 100

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ２ ケ

事業主が安衛法に基づき
実施した定期健康診断の
データを授受。但し、任
意継続被保険者は健保組
合で実施。

ア
事業主の健康診断日程を
把握。任意継続被保険者
には、健保組合で受診券
配付。

目標実施率96.5％ 目標実施率96.7％ 目標実施率96.9％ 目標実施率97.1％ 目標実施率97.3％ 目標実施率97.5％ 受診率100％ 糖尿病・高血圧のリスクが高く、
未受診の者がいる。

受診率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)
受診しても、データの授受が出来ないと実施率に反映されないので、事業主から健診時期を確認し、全て授受できるようする。但し、任意継続被保険者は健保組合
で実施。

受診率(【実績値】94.8％　【目標値】平成30年度：96.5％　令和元年度：96.7％　令和2年度：96.9％　令和3年度：97.1％　令和4年度：97.3％　令和5年度：97.5％)受診率の向上

- - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ ク,ケ

被扶養者のうち、対象者
全員に受診券を配付し、
受診勧奨。

キ,ケ
健保連の集合契約を活用
。平成33年度に他の方法
も検討。 目標実施率40.6％ 目標実施率46.8％ 目標実施率53.1％ 目標実施率59.4％

実施方法等検討。 目標実施率65.7％ 目標実施率72.1％ 実施率が平成24年度から頭打ち。対策を検
討する。

糖尿病・高血圧のリスクが高く、
未受診の者がいる。

受診率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)- 受診率(【実績値】36.7％　【目標値】平成30年度：40.6％　令和元年度：46.8％　令和2年度：53.1％　令和3年度：59.4％　令和4年度：65.7％　令和5年度：72.1％)-
2,071 - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ ク,ケ,シ

対象者が遠隔地にいる場
合などを考慮し、標準的
な健診・保健指導プログ
ラム第３章第５編の考え
方に基づきアウトソーシ
ングする。保健師等によ
る面談については、パソ
コン・タブレット等の端
末を使って実施できるよ
う配慮する。

ア

被保険者については、対
象者全員に案内・周知を
し、事業者の協力のもと
実施する。被扶養者につ
いては、当面、健保連の
集合契約を利用。平成33
年度に見直し検討。

遠隔保健指導実施 遠隔保健指導の事業所拡
大 継続 被扶養者の受診の見直し 継続 継続 受診率の向上 糖尿病・高血圧のリスクが高く、

未受診の者がいる。

受診率(【実績値】5.0％　【目標値】平成30年度：10.0％　令和元年度：19.0％　令和2年度：28.0％　令和3年度：37.0％　令和4年度：46.0％　令和5年度：55.0
％)被扶養者の実施率が悪いため、、受診機会の拡充を目的に契約保健指導機関の見直しを図る 受診率(【実績値】5.0％　【目標値】平成30年度：10.0％　令和元年度：19.0％　令和2年度：28.0％　令和3年度：37.0％　令和4年度：46.0％　令和5年度：55.0％)実施率の向上

2,000 - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

4 新
規 重症化予防 一部の

事業所 男女
0

〜
74

基準該
当者 １ ク,ケ,シ - ア,イ - 対象者の選定と受診勧奨 未受診者に対するアプロ

ーチの見直し 継続 結果を見据えた事業の見
直し 継続 継続 要治療状態にある者の未受診者をなくす。 糖尿病・高血圧のリスクが高く、

未受診の者がいる。

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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対象者の減少(【実績値】-　【目標値】平成30年度：60人　令和元年度：50人　令和2年度：40人　令和3年度：30人　令和4年度：20人　令和5年度：10人)- 対象者の減少(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50人　令和元年度：40人　令和2年度：30人　令和3年度：20人　令和4年度：10人　令和5年度：0人)-
300 - - - - -

4,7 既
存

ポリファーマ
シー対策 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

基準該
当者 １ ク - ア,イ,ウ - 29年度の検証と見直し 継続 継続 結果を見据えた事業全体

の見直し 継続 継続 多剤投与による健康被害の防止と調剤医療
費の削減

後発医薬品の使用率は高い割に、1
人当たりの調剤費も高い。
多剤処方等不適切な処方を受けて
いる加入者が一定割合でいる。

不適切処方対象者の減少(【実績値】60人　【目標値】平成30年度：50人　令和元年度：40人　令和2年度：30人　令和3年度：20人　令和4年度：10人　令和5年度
：0人)- 指導の効果(【実績値】-　【目標値】平成30年度：10人　令和元年度：10人　令和2年度：10人　令和3年度：10人　令和4年度：10人　令和5年度：10人)-

340 - - - - -

5 既
存

メンタルヘル
ス 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ケ - ア,コ - 各事業所にて開催 回数、対象者等の見直し 継続 事業全体（回数、対象者

、内容等）の見直し 継続 継続 メンタル疾患の予防 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

セミナー参加人数(【実績値】100人　【目標値】平成30年度：100人　令和元年度：100人　令和2年度：100人　令和3年度：100人　令和4年度：100人　令和5年
度：100人)- メンタル疾患者数(【実績値】20人　【目標値】平成30年度：20人　令和元年度：20人　令和2年度：20人　令和3年度：20人　令和4年度：20人　令和5年度：20人)-

14,620 - - - - -
疾
病
予
防

3 既
存 人間ドック 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 １ ス - キ - 継続 継続 継続 継続 継続 継続 受診者の健康保持 該当なし（これまでの経緯等で実

施する事業）

受診人数(【実績値】368人　【目標値】平成30年度：400人　令和元年度：400人　令和2年度：400人　令和3年度：400人　令和4年度：400人　令和5年度：400人
)- 受診人数(【実績値】368人　【目標値】平成30年度：400人　令和元年度：400人　令和2年度：400人　令和3年度：400人　令和4年度：400人　令和5年度：400人)-

6,078 - - - - -

3 既
存

定期健康診断
補助 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ケ - ア,キ - 見直し（項目追加等） 継続 継続 見直し（項目追加等） 継続 継続 健康状態をより広く把握 該当なし（これまでの経緯等で実

施する事業）

事業主健診補助(【実績値】1,410人　【目標値】平成30年度：1,400人　令和元年度：1,400人　令和2年度：1,400人　令和3年度：1,400人　令和4年度：1,400人　
令和5年度：1,400人)受診率の向上

データヘルス計画対象外
(アウトカムは設定されていません)

3,750 - - - - -

3 既
存

インフルエン
ザ予防接種補
助

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 ３ ケ - ス - 継続 継続 継続 継続 継続 継続 インフルエンザ罹患の予防 該当なし（これまでの経緯等で実

施する事業）

接種人数(【実績値】2,300人　【目標値】平成30年度：2,500人　令和元年度：2,500人　令和2年度：2,500人　令和3年度：2,500人　令和4年度：2,500人　令和5
年度：2,500人)事業内容のさらなる周知

データヘルス計画対象外
(アウトカムは設定されていません)

87 - - - - -

3 新
規 歯科検診 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ケ - ス - 30名 40名 50名 60名

（事業の見直し）
70名 80名 歯の健康保持 該当なし（これまでの経緯等で実

施する事業）

検診人数(【実績値】30人　【目標値】平成30年度：30人　令和元年度：40人　令和2年度：50人　令和3年度：60人　令和4年度：70人　令和5年度：80人)受診率
の向上

データヘルス計画対象外
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) 事業名の後に「*」がついている事業は共同事業を指しています。
注３) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注４) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注５) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他
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目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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